
保育環境向上等事業実施要領

１ 事業の目的

既存施設の改修等により、利用児童にとっての保育環境の改善を図るとともに、子

どもを安心して育てることができる体制整備を行うことを目的とする。

２ 実施主体

この事業の実施主体は、市町村（中核市を除く。）とする。

なお、市町村が認めた者へ委託等を行うことができる。この場合において、市町村

は、委託等先との連携を密にし、事業に取り組むとともに、委託等先から定期的な報

告を求めるものとする。

３ 事業の内容

保育環境の向上等を図るため、老朽化した備品や、フローリング貼・カーペット敷

等の設備の購入や更新及び改修等を行う事業。

４ 対象施設

保育所、幼保連携型認定こども園、地域型保育事業（居宅訪問型保育事業を除く。）

を行う事業所

５ 対象事業の制限

（１）次に掲げる事業については、対象としないものとする。

①国が別途定める国庫負担金、補助金、交付金の対象となる事業

②施設整備を目的とする事業（土地や既存建物の買収、土地の整地等を含む。）

（２）本事業の実施については、補助を受けてから 10 年経過後に再度実施することが

できる。

なお、災害等やむを得ない事情により再び同様の事業を実施する場合はこの限り

ではない。


